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災害対策における地域保健活動推進のための管理体制運用マニュアル実用化研究 

 

分担研究報告書 
 

分担研究２：統括保健師及び統括保健師を補佐する保健師が災害時に取扱う情報の管理と活用に 
関する現状調査－地域特性に焦点を当てた事例調査 

 
研究分担者   春山 早苗（自治医科大学・教授） 

 
 
研究要旨 
本研究は文献やヒアリングにより山村又は過疎地を有する市町村の統括保健師の活動事例を収集

し、被災地の保健活動推進のために統括保健師としてなすべき判断や行動に直結する情報知識の形

成とその運用体制について、地域特性に応じて特化した課題等を明らかにすることを目的とした。

結果、支所をもつ市町村及び合併と被災により地域特性の差が顕著になった市町村には特化した課

題があった。支所をもつ市町村では、統括保健師は本庁と支所各々の被災状況の情報を収集し、保

健師の配置や経験、活動体制も考慮して、当該市町村全体としての方針や方向性を共有しつつ、本

庁・支所それぞれの状況に合わせた保健活動体制整備のための情報の管理と活用の必要性が示唆さ

れた。地域特性の異なる地域が内在する市町村は、被災による各地域への影響についての情報収集

努力の指向が必要であり、その分析結果に基づいて事業や活動を決定していく必要がある。医療・

介護資源が乏しい地域では、人材確保の努力をしつつ、地域の健康課題を既存の関係機関と共有・

協議する場を企画・実施していく力が統括保健師には求められる。 
 

Ａ．研究目的  

 本研究の目的は、統括保健師及び補佐する

保健師が取扱う災害時の情報の管理と活用に

ついて、文献等資料やヒアリングにより事例

を収集し、被災地の保健活動推進に必要な対

策の立案・行動のために、統括保健師として

なすべき判断、行動に直結する情報知識の形

成とその運用体制について、地域特性の観点

から地域特性に応じて特化したことや課題を

明らかにすることである。  

 
Ｂ．研究方法  

１）対象  

対象は、3 県 2 市 1 町の統括保健師の活動

事例とした（表 1）。対象選定方針は、東日本

大震災により被災し、離島振興法、半島振興

法、山村振興法、豪雪地帯対策特別措置法、

過疎地域自立促進特別措置法いずれかの指定

地域を有する市町村の統括保健師又は補佐す

る保健師の活動事例とした。この際、市町村

合併により前述した指定地域を有するように

なった等、地域特性の相違性がある地域が内

在する場合や、本庁と支所を有する等の保健

師活動体制も考慮して対象を選定した。  

なお、本研究における統括保健師は、統括保

健師として位置づけられていなくても統括的

役割を担っている保健師及び発災後の保健師

活動においてリーダーシップを発揮した保健

師を含む。  

２）情報（データ）収集項目  

 ①事例の概要：災害種別、地域特性、合併

の経験の有無、活動体制、統括保健師（調査

対象）の職務体制  

②発災直後からの統括保健師及び補佐する保

健師の思考、判断、行動の実際、重要と認識

していることや課題と認識していること  

３）情報（データ）収集方法  

 統括保健師及び補佐する保健師の活動が詳
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表 1 対象の概要  
対象  

(事例 ) 
Ａ  Ｂ  Ｃ  

Ｄ  
（3 人）  

情報源  文献  文献  文献  
文献  

ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

自治体  
市  

（本庁） 
市  

（支所）  
町  市  

災害  
種別  

津波  
地震  

津波  
地震  

津波  
地震  

津波  
地震  

原子力  

地域  
特性  

振興  
山村・  
過疎  

振興  
山村・  
過疎  

振興  
山村・  
過疎  

振興  
山村  

合併の
経験  

あり  あり  なし  あり  

活動  
体制  

本庁の他、旧町村
の支所 2 か所にも  

分散配置  

複数部署

に分散  
複数部署

に分散  

職務体
制  

約 20 日

後 ～ 保

健 福 祉

部 署 の

指 示 命

令 系 統

のﾄｯﾌﾟ 

当該支所

にも対策

本部が出

きる。発

災 4 日目

から統括

的役割担

う  

統括的役

割を担う

保健師は

いなかっ

たが、防

災計画に

従い統括

的役割担

う。発災

3 ヶ月後

～統括的

立場の保

健師に。  

明確な統

括的役割

を担う保

健師はい

ない  

 
細に記述されている研究報告書や活動報告書

等を含む文献 1)～8)から収集した。また、合

併経験のある市町村の情報（データ）及び発

災 1 年以後（復興期）の情報（データ）を補

足するために、対象 D についてはヒアリング

を行った。  

 
４）分析方法  

 情報（データ）収集項目②について、事例

毎に、発災直後からの統括保健師及び補佐す

る保健師の思考、判断、行動の実際を経時的

に整理し、さらにそれを情報サイクルの観点

から、情報収集努力の指向、情報収集方法・

情報収集内容、分析方法、使用に整理した。

情報収集努力の指向については、内容を簡潔

に表し、コード化した。情報収集方法につい

ては、ａ情報を自分で取りにいく、ｂ情報収

集を指示する、ｃその他に分類した。  

情報収集努力の指向については、4 事例の相

違性に着目しつつ、その共通性からカテゴリ

ー化した。分析方法についても共通性から分

類した。  

 
（倫理面への配慮）  

 調査への協力依頼文書にヒアリングの趣旨

及び内容・方法、ヒアリングへの協力は自由

意思であること、協力する場合でも答えたく

ない質問には答えなくて良いこと、IC レコー

ダーへの録音、公表において個人や自治体が

特定されないよう配慮すること等を文書と口

頭で説明し、文書により同意を得た。千葉大

学大学院看護学研究科倫理審査委員会の承認

（承認番号 28-37、平成 28 年 9 月 9 日）を得

て実施した。  

 
Ｃ．研究結果  

 統括保健師の情報サイクルの実際について、

事例毎に情報収集努力の指向、情報収集方法、

情報収集内容、分析方法を整理し、4 事例並

べたものを資料に示す。また、発災後時期別

に、かつ情報収集の指向のカテゴリ毎に、情

報収集の方法及び分析方法を整理したものを

表 2 に示す。以下に発災後時期別に情報収集

の指向、情報収集の方法及び分析方法につい

て述べる。なお、情報収集の指向のカテゴリ

を【 】、サブカテゴリを『 』で示す。  

１．初動における統括保健師の情報サイクル  

 統括保健師の初動における情報収集努力の

指向は 15 サブカテゴリ､8 カテゴリとなった。

カテゴリには支所をもつ事例 A の『支所地域

における人員配置等保健活動体制整備の迅速

な意思決定』を含む【保健活動体制整備の迅

速な意思決定】や【応援要請の意思決定】、【要

医療者・要援護者を迅速に把握し、支援方法

を意思決定】、【避難所活動を強化するための

サポート内容や人材確保を意思決定】、【派遣

保健師の到着に伴う地元保健師の活動体制の

見直しを意思決定】、【保健師や保健所、その

他の支援者への依頼内容の意思決定】、【職員

や保健師の健康管理への対応の意思決定】、

【通常業務再開時期の意思決定】があった。  

 情報収集の方法は、「ａ情報を自分で取り
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表2　統括保健師の発災後時期別情報サイクルの実際

時期

カテゴリ サブカテゴリ ａ ｂ ｃ

保健活動の方針を決定・指示(Ｃ)
上司から災害対策本部
の方針を受ける

支所地域における人員配置等保健活動
体制整備の迅速な意思決定(Ａ)

○ イ

支所地域における避難所活動体制整備
の迅速な意思決定(Ａ)

○ イ

避難所活動体制整備の迅速な意思決定
(Ｃ)

救護のための保健師活動体制の迅速な
意思決定(B、C)

② ○
消防からの
無線連絡

イ、ロ

応援要請の意思決定 応援要請の意思決定(B) ニ（★）、ホ（★）

要医療者を迅速に把握し、支援方法を意
思決定(B、C)

○ ○
消防からの
無線連絡

イ、ロ

要援護者の安否確認と支援方法を意思
決定(Ｃ)

避難所の要援護者・要介護者を把握し、
支援方法を意思決定(B、C)

○ ○ イ

避難所活動を強化するためのサポート内
容や人材確保を意思決定

避難所活動を強化するためのサポート内
容や人材確保を意思決定(B、C)

○ ○ イ

派遣保健師の到着に伴う地元保健師の
活動体制の見直しを意思決定

派遣保健師の到着に伴う地元保健師の
活動体制の見直しを意思決定(Ａ)

上司への進言による
地元保健師間の話し

合いの場
ハ

派遣保健師への依頼内容の意思決定
(Ａ、B)

○
上司への進言による
地元保健師間の話し

合いの場
イ、ハ、ニ（★）

保健所や医療チーム、その他の支援者
への依頼内容の意思決定(A、B)

イ、ニ（★）

職員や保健師の健康管理への対応の意
思決定

職員や保健師の健康管理への対応の意
思決定(B、C)

支援者からの提案

通常業務再開時期の意思決定 通常業務再開時期の意思決定(B)

優先的に安否確認が必要な対象を意思
決定

優先的に安否確認が必要な対象の意思
決定(B)

各種医療費申請や
手帳交付の台帳

保健活動体制を見直し、派遣保健師との
役割分担や依頼内容の決定

(A、B、C)★

朝夕
ﾐｰﾃｨ
ﾝｸﾞ参
加

係長
ノートに
一括メモ

チ

活動評価と課題への対応を含む支援者・
支援チームの調整(A、B、C)

○全医療ﾁｰﾑ・保健師
ﾁｰﾑとのﾐｰﾃｨﾝｸﾞ○医

療調整会議

リ（担当部署が決
定）

把握・発信すべき情報に応じた各種ミー
ティングへの参加方法を判断

把握・発信すべき情報に応じた各種ミー
ティングへの参加方法を判断

(Ａ、C)

朝夕
ﾐｰﾃｨ
ﾝｸﾞ参
加

チ

避難所における感染症発生へ対応及び
保健所への応援依頼の意思決定(Ｃ)

サポートが必要な避難所を把握し、人材
投入を意思決定(Ａ)

在宅にいる要医療者の医療を確保・継続
する方法を決定

在宅にいる要医療者の医療を確保・継続
する方法を決定(B、C)

巡回活
動等

近隣の診療所医師か
らの提案

＊情報収集方法の記号は、ａ情報を自分で取りにいく、ｂ情報収集を指示する、ｃその他
＊分析方法の記号は、イ自身で分析、ロ情報収集した保健師個々の判断、ハ地元保健師間の話し合い、ニ避難所や地域の課題の分析、ホ特定の対象
のニーズ分析、ヘ上司と相談、ト保健所の相談、助言を得る、チ統括保健師と副統括保健師とで話し合い、リその他
＊下線は研究対象者が特に重要と認識していること、★は研究対象者が課題と認識していること
＊表中の（　）内の記号は対象の記号

初
動

避難所における問題・課題に対応するた
めの人材投入を含めたサポート内容の

意思決定

保健活動体制を見直し、派遣保健師や支
援者との役割分担と支援者・支援チーム

の調整

発
災
2
週
以
後

保健師や保健所、その他の支援者への
依頼内容の意思決定

要医療者・要援護者を迅速に把握し、支
援方法を意思決定

保健活動体制整備の
迅速な意思決定

情報収集の方法情報収集努力の指向
分析方法
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表2　統括保健師の発災後時期別情報サイクルの実際（つづき）
時期

カテゴリ サブカテゴリ ａ ｂ ｃ

避難所にいる要介護者・障害者を把握
し、支援方法を決定(Ａ)

避難所・仮設住宅・在宅にいる独居高齢
者や高齢者世帯のニーズを把握し、支援

機関の協力を得て支援(Ｃ)

仮設住宅毎の要援護
者リストの作成と部署を
超えた活用★

ホ（★）

在宅にいる要介護者・要援護者を把握
し、支援方法を決定(B、C)

ﾛｰﾗｰ
訪問

リ（地図により訪問
世帯の塗りつぶ
し）、ホ（★）

ニーズ分析に基づく支援依頼の意志決
定や活動計画の立案

ニーズ分析に基づく支援依頼の意志決
定や活動計画の立案(Ｃ)★

ﾛｰﾗｰ
訪問

ニ

被災者の生活の場に応じたメンタルヘル
スに関するニーズへの対応

被災者の生活の場に応じたメンタルヘル
スに関するニーズへの対応(Ｃ)

巡回活
動等

通常業務再開時期・再開方法の決定及
び活動体制の見直し・調整

通常業務再開時期・再開方法の決定及
び活動体制の見直し・調整

(A、B、C)

派遣保健師と情報交
換

避難所や地域の課題から活動の方向性
を決定

避難所や地域の課題から活動の方向性
を決定(Ａ)

地元保健師と派遣保
健師との週1ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ

ニ

支所を含めた地元保健師と派遣保健師と
の連絡・連携体制づくり

支所を含めた地元保健師と派遣保健師と
の連絡・連携体制づくり(Ａ)

派遣保健師との
ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ

把握・発信すべき情報に応じた各種ミー
ティングへの参加方法を判断

把握・発信すべき情報に応じた各種ミー
ティングへの参加方法を判断(Ａ)

仮設住宅入居者への支援比重を高める
等保健活動体制の見直し

(A、B、C)

避難所の閉鎖時期の意志決定(Ｃ)

仮設住宅入居者や在宅にいる要援護者
を把握し、支援方法を決定

(A、B、C)

全数健
康調査

○仮設入居者名簿から
世帯主把握○地区担
当毎に支援ﾁｰﾑの情

報を集約

ホ

仮設住宅入居者の健康課題を解決する
ための事業を企画・実施・委託(Ａ)

仮設住宅入居者への支援活動と通常業
務を並行していく活動体制の検討

仮設住宅入居者への支援活動と通常業
務を並行していく活動体制の検討(B、C)

被災者を含む住民や支援者のメンタルヘ
ルスに関するニーズを把握し、支援チー

ムの調整等支援方法を決定

被災者を含む住民や支援者のメンタルヘ
ルスに関するニーズを把握し、支援チー
ムの調整等支援方法を決定(B、C)

全戸訪
問

○気になる人を支援
ﾁｰﾑに伝達し活動後報
告を受ける○週1支援ﾒ
ﾝﾊﾞｰで情報交換○他
課がもつ情報の活用

災害公営住宅居住者のニーズを把握し、
事業・活動を決定

災害公営住宅居住者のニーズを把握し、
事業・活動を決定(Ｃ)

住民全体の健康課題の明確化とその解
決のための地域保健活動の実施

住民全体の健康課題の明確化とその解
決のための地域保健活動の実施(Ａ)

リ（支援チームに
年齢別・地区別・
新規/継続の別等
集計表の作成と入
力を依頼）

活動実績をわかりやすく上司に報告 活動実績をわかりやすく上司に報告(B)

通常業務再開時期・再開方法の決定
(Ａ、C、D)

通常業務を発災前と同様に当該地域で
再開していく方法を検討(B)

通常業務再開のための活動体制の見直し及
び長期派遣保健師への依頼内容の意志決

定(Ｃ)

保健師の健康管理のための活動体制･
対応を決定

保健師の健康管理のための活動体制･
対応を決定(Ｃ)

通常業務再開時期・再開方法の決定及
び活動体制の見直し・調整

避難所閉鎖に向けて保健活動体制の見
直し

仮設住宅入居者や在宅にいる要援護者
を把握し、支援方法を決定

情報収集努力の指向
分析方法

発
災
2
週
以
後

（
つ
づ
き

）

情報収集の方法

避難所・仮設住宅・在宅にいる要介護者
や障害者等を把握し、支援方法を決定

発
災
2
ヶ

月
以
後
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表2　統括保健師の発災後時期別情報サイクルの実際（つづき）
時期

カテゴリ サブカテゴリ ａ ｂ ｃ

仮設住宅や借り上げ住宅にいる被災者
のニーズを把握し、健康管理力向上に向

けた事業・活動を決定

仮設住宅や借り上げ住宅にいる被災者
のニーズを把握し、健康管理力向上に向

けた事業・活動を決定(C、D)

年1全戸
訪問/健
康調査

様々な場にいる被災者のニーズを把握
し、事業・活動を決定(C、D)

年1全戸
訪問/健
康調査

新たなコミュニティづくりや被災者の生活
の再建に向けて仮設住宅等入居者への
支援をしつつ、災害公営住宅等への支援
を強化していく活動体制づくり(C、D)

②年1全
戸訪問/
健康調
査

ホ

生活の再建の程度に物理的・心理的な
差が生じていることを踏まえた保健活動

方法の決定(D)

合併や被災状況による地区差を考慮した
コミュニティづくりに向けた保健活動体制

整備及び活動方法の決定(D)

地区単
位訪問/
健康調
査

ホ（地区単位の
ニーズ分析）

新たなコミュニティづくりに向けて地域の
中で見守り支え合う体制づくり(D)

支援者へのサポート(D)

地域の健康課題解決のために住民側人
材も活用した事業・活動の企画・実施

地域の健康課題解決のために住民側人
材も活用した事業・活動の企画・実施(D)

リ（県、保健所、医
療機関で地域の健
康課題を協議・共

有）

通常業務と被災者支援の両立を図るた
めの看護職等の人材確保(Ｃ)

リ（人事部署と話
し合う）

通常業務と被災者支援の両立を図るた
めの、他機関と連携・協働を含めた活動

体制の検討・決定(Ｃ)

c（被災者及び地域の
健康課題を関係機関と

共有★）

リ（被災者及び地
域の健康課題を関
係機関と共有する
場を設けて協議

★）

通常業務と被災者支援の両立を図るた
めの活動体制整備

新たなコミュニティづくりや被災者の生活
の再建に向けた保健活動体制整備及び

活動方法の決定

情報収集努力の指向 情報収集の方法
分析方法

発
災
1
年
以
後

 

 
にいく」が 8 件で、「ｂ情報収集を指示する」

が 4 件、ｃその他は 6 件で、「上司から災害

対策本部の方針を受ける」、「消防からの無線

連絡」、「上司への進言による保健師間の話し

合いの場」、「支援者からの提案」であった。  

 分析方法は「自身で分析（イ）」が 8 件で

最も多かった。「避難所や地域の課題の分析

（二）」及び「特定の対象のニーズ分析（ホ）」

を課題としていたのが 4 件あった。  

 
２．発災 2 週以後における統括保健師の情報

サイクル  

 統括保健師の発災 2 週以後における情報収

集努力の指向は 13 サブカテゴリ､9 カテゴリ

となった。カテゴリには【優先的に安否確認

が必要な対象を意思決定】や【保健活動体制

を見直し、派遣保健師や支援者との役割分担

と支援者・支援チームの調整】があり、『保健

活動体制を見直し、派遣保健師との役割分担

や依頼内容の決定』は重要なことと認識され

ていた一方で、課題とされていた場合もあっ

た。その他、【把握・発信すべき情報に応じた

各種ミーティングへの参加方法を判断】、【避

難所における問題・課題に対応するための人

材投入を含めたサポート内容の意思決定】、

【在宅にいる要医療者の医療を確保・継続す

る方法を決定】、【避難所・仮設住宅・在宅に

いる要介護者や障害者等を把握し、支援方法

を決定】、【被災者の生活の場に応じたメンタ

ルヘルスに関するニーズへの対応】、【通常業

務再開時期・再開方法の決定及び活動体制の

見直し・調整】があった。さらに、【ニーズ分

析に基づく支援依頼の意志決定や活動計画の

立案】は課題と認識されていた。  

 情報収集の方法は、ａが 2 件で「朝夕のミ

ーティングに参加」、b が 5 件で「巡回活動等」

や「ローラー訪問」、「係長ノートに一括メモ」、

ｃが 6 件で「全医療チーム・保健チームとミ
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ーティング」、「医療調整会議」、「派遣保健師

と情報交換」、「近隣の診療所医師からの提

案」があった。「仮設住宅毎の要援護者リスト

の作成と部署を超えた活用」は課題として認

識されていた。  

 分析方法は「統括保健師と副統括保健師と

で話し合い」が 2 件、「避難所や地域の課題

の分析（二）」が 2 件であった。「特定の対象

のニーズ分析（ホ）」を課題としていたのが 2

件あった。  

 
３．発災 2 ヶ月以後における統括保健師の情

報サイクル  

 統括保健師の発災 2 ヶ月以後における情報

収集努力の指向は 16 サブカテゴリ､12 カテ

ゴリとなった。カテゴリには【避難所や地域

の課題から活動の方向性を決定】、支所をもつ

事例 A の【支所を含めた地元保健師と派遣保

健師との連絡・連携体制づくり】、【把握・発

信すべき情報に応じた各種ミーティングへの

参加方法を判断】、【避難所閉鎖に向けて保健

活動体制の見直し】、【仮設住宅入居者や在宅

にいる要援護者を把握し、支援方法を決定】、

【仮設住宅入居者への支援活動と通常業務を

並行していく活動体制の検討】、【被災者を含

む住民や支援者のメンタルヘルスに関するニ

ーズを把握し、支援チームの調整等支援方法

を決定】、【災害公営住宅居住者のニーズを把

握し、事業・活動を決定】、【住民全体の健康

課題の明確化とその解決のための地域保健活

動の実施】、【活動実績をわかりやすく上司に

報告】、【通常業務再開時期・再開方法の決定

及び活動体制の見直し・調整】、【保健師の健

康管理のための活動体制･対応を決定】があっ

た。  

 情報収集の方法は、b が 2 件で「全数健康

調査」や「全戸訪問」、ｃが 7 件で「派遣保

健師とのミーティング」があり、これは重要

なことと認識されていた。また、「仮設入居者

名簿からの情報収集」や「他課がもつ情報の

活用」、「地区担当毎に支援チームの情報を集

約」、「気になる人を支援チームに伝達し活動

後報告を受ける」、「支援メンバーで情報交

換」があった。  

 分析方法は「避難所や地域の課題の分析

（二）」が 1 件、「特定の対象のニーズ分析

（ホ）」が 1 件、「支援チームに年齢別・地区

別・新規 /継続の別等集計表の作成と入力を依

頼」が 1 件であった。  

 
４．発災 1 年以後における統括保健師の情報  

サイクル  

統括保健師の発災 1 年以後における情報収

集努力の指向は 10 サブカテゴリ､4 カテゴリ

となった。カテゴリには【新たなコミュニテ

ィづくりや被災者の生活の再建に向けた保健

活動体制整備及び活動方法の決定】があり、

サブカテゴリには『合併や被災状況による地

区差を考慮したコミュニティづくりに向けた

保健活動体制整備及び活動方法の決定』があ

った。その他、【仮設住宅や借り上げ住宅にい

る被災者のニーズを把握し、健康管理力向上

に向けた事業・活動を決定】、【地域の健康課

題解決のために住民側人材も活用した事業・

活動の企画・実施】、【通常業務と被災者支援

の両立を図るための活動体制整備】であった。 

 情報収集の方法は、b が 4 件で「全戸訪問

による健康調査」、「地区単位訪問による健康

調査」であった。ｃが 1 件で「被災者及び地

域の健康課題を関係機関と共有」が課題とし

て認識されていた。  

 分析方法は「特定の対象のニーズ分析（ホ）」

が 2 件で 1 件は「地区単位のニーズ分析」で

あった。また、リが 3 件で「県、保健所、医

療機関で地域の健康課題を協議・共有」、「人

事部署と話し合う」であり、「被災者及び地域

の健康課題を関係機関と共有する場を設けて

協議」は課題として認識されていた。  

 
Ｄ．考察  

１．初動における統括保健師の取扱う情報の

管理と活用  

１）共通する課題  

 統括保健師の災害時コンピテンシーにはリ

ーダーシップがあるが、初動において、統括

保健師には発災に伴う様々な緊急事案への意

思決定が求められる。本研究結果においても、

保健活動体制整備や応援要請、要医療者等へ

の支援方法等様々な意思決定を迅速にするた

めの情報収集が指向されていた。初動におい
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ては、統括保健師自身が自ら情報を取りに行

き、自身で分析して、意思決定をすることも

少なくないことが推察された。一方で、初動

で迅速な意思決定が求められつつも、ニーズ

分析を課題と認識している保健師もいた。統

括保健師の災害時コンピテンシーには情報知

識の形成と運用があり、その構成要素に分析

力があり、統括保健師に求められる力ではあ

るが、限界もある。統括保健師の情報知識の

形成と運用には、支援者の投入も視野に入れ

て、初動からの情報を分析する体制づくりも

含まれると考えられる。  

２）地域特性の観点からの課題  

 支所をもつ事例 A では、情報収集努力の指

向に『支所地域における人員配置等保健活動

体制整備の迅速な意思決定』や『支所地域に

おける避難所活動体制整備の迅速な意思決

定』があった。支所をもつ市町村の場合、統

括保健師は、本庁と支所、それぞれの被災状

況（保健師の勤務状況を含む）の情報を収集

し、保健師の配置や経験、活動体制も考慮し

て、当該市町村全体としての方針や方向性を

共有しつつ、本庁・支所それぞれの状況に合

わせた保健活動推進に必要な対策を判断し、

立案・行動するための情報の管理と活用の必

要性が示唆された。  

 
２．発災 2 週以後における統括保健師の取扱

う情報の管理と活用  

１）共通する課題  

結果から、情報収集努力の指向において

『保健活動体制を見直し、派遣保健師との役

割分担や依頼内容の決定』が重要かつ課題と

認識されていた。また、【ニーズ分析に基づく

支援依頼の意志決定や活動計画の立案】は課

題と認識されていた。発災 2 週以後における

情報収集方法は、様々な支援者との会議への

参加及び巡回活動、ローラー訪問であるが、

やはりこの時期においてもニーズ分析が課題

として挙げられている。つまり、情報は収集・

蓄積されていくが、それを分析することが困

難で、結果として被災者や地域のニーズに基

づく活動計画の立案や派遣保健師との効果的

な役割分担も困難にしていると推察される。

初動と同様に、統括保健師には分析力が求め

られるが、それだけではなく、情報を分析す

る体制を構築できることが重要であると考え

られる。  

２）地域特性の観点からの課題  

 地域特性の観点からの課題はこの時期は見

当たらなかった。  

 
３．発災 2 ヶ月以後における統括保健師の取

扱う情報の管理と活用  

１）共通する課題  

結果から、この時期に重要とされていた情

報収集方法に「（地元保健師と）派遣保健師と

のミーティング」があった。前述した発災 2

週以後の情報収集努力の指向には『保健活動

体制を見直し、派遣保健師との役割分担や依

頼内容の決定』があり、重要かつ課題とされ

ていたが、発災 2 ヶ月以後は派遣保健師が必

要十分に投入される時期と考えられる。派遣

保健師とのミーティングは情報収集の場でも

あり、地元保健師と派遣保健師との役割分担

や依頼内容の決定のための情報分析の場にも

なると考えられる。統括保健師の災害時コン

ピテンシーには計画策定と推進があるが、こ

のようなミーティングの企画・実施力は重要

である  

２）地域特性の観点からの課題  

支所をもつ事例 A では、情報収集努力の指

向に『支所を含めた地元保健師と派遣保健師

との連絡・連携体制づくり』があった。前述

したように地元保健師と派遣保健師との連

絡・連携体制づくりは重要である。派遣保健

師は本庁と支所で別々の自治体が入ることも

考えられるが、いずれにしても本庁と支所そ

れぞれの地元保健師と派遣保健師がミーティ

ング等により当該市町村全体としての方針や

方向性を共有しつつ、本庁・支所それぞれの

状況に合わせた役割分担をする必要があると

考えられる。  

 
４．発災 1 年以後における統括保健師の取扱  

う情報の管理と活用  

１）共通する課題  

共通する課題はこの時期は見当たらなか

った。  

２）地域特性の観点からの課題  
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 合併経験ありの事例 D では、情報収集努力

の指向に『合併や被災状況による地区差を考

慮したコミュニティづくりに向けた保健活動

体制整備及び活動方法の決定』があった。元々、

合併前の旧市町村それぞれに地域特性があっ

たところへ、被災により地域特性の差が顕著

になったことを踏まえた情報収集努力の指向

であり、地区単位の訪問による健康調査を企

画し、情報収集し、地区単位のニーズ分析を

予定していた。市町村合併により地域特性の

異なる地域が内在する場合は、被災による各

地域への影響についての情報収集努力の指向

が必要であり、その分析結果に基づいて事業

や活動を決定していく必要がある。  

また、情報収集努力の指向には【通常業務

と被災者支援の両立を図るための活動体制整

備】があり、情報収集の方法において「被災

者及び地域の健康課題を関係機関と共有」が

課題として認識されていた。分析方法も「被

災者及び地域の健康課題を関係機関と共有す

る場を設けて協議」が課題として認識されて

いた。本研究対象が所属する自治体は、振興

山村地域を有し、また対象Ａ～Ｃが所属する

地域は過疎地域で、元々医療・介護資源が乏

しい傾向にあり、そこに被災による影響と高

齢化の進行が重なる中で、長期的に続く人材

を含む医療・介護資源の不足がある。このよ

うな状況において、通常業務と被災者支援の

両立を図るための活動体制整備を図っていく

必要がある。従って、人材確保の努力をしつ

つ、被災者及び地域の健康課題を現在ある関

係機関と共有し、協議して、少ない資源が効

果･効率的に役割を発揮できるようにする必

要がある。統括保健師にはこのような関係機

関との協議の場を企画・実施していく力が求

められる。  

 
Ｅ．結論  

本研究は、文献等資料やヒアリングにより

振興山村地域又は過疎地を有する 3 県 2 市 1

町の統括保健師の活動事例を収集し、被災地

の保健活動推進に必要な対策の立案・行動の

ために、統括保健師としてなすべき判断、行

動に直結する情報知識の形成とその運用体制

について、地域特性に応じて特化したことや

課題を明らかにすることを目的とした。  

 結果から、統括保健師は、初動においては

様々な意思決定を迅速にするための情報収集

を指向していたが、統括保健師自身が自ら情

報を取りに行き、自身で分析して、意思決定

をすることも少なくないことが推察された。

ニーズ分析を課題と認識している保健師もお

り、分析力が統括保健師には求められるが、

限界もある。統括保健師の情報知識の形成と

運用には、支援者の投入も視野に入れて、初

動からの情報を分析する体制づくりも含まれ

ると考えられる。  

 支所をもつ市町村では、情報収集努力の指

向に『支所地域における人員配置等保健活動

体制整備の迅速な意思決定』等があった。こ

の場合、統括保健師は、本庁と支所それぞれ

の被災状況の情報を収集し、保健師の配置や

経験、活動体制も考慮して、当該市町村全体

としての方針や方向性を共有しつつ、本庁・

支所それぞれの状況に合わせた保健活動推進

に必要な対策を判断し、立案・行動するため

の情報の管理と活用の必要性が示唆された。  

発災 2 週以後の情報収集努力の指向において

『保健活動体制を見直し、派遣保健師との役

割分担や依頼内容の決定』が重要かつ課題と

認識されていた。また、【ニーズ分析に基づく

支援依頼の意志決定や活動計画の立案】は課

題と認識されていた。発災 2 週以後における

情報収集方法は、様々な支援者との会議への

参加及び巡回活動、ローラー訪問であるが、

やはりこの時期においてもニーズ分析が課題

として挙げられている。初動と同様に、統括

保健師には分析力のみならず、情報を分析す

る体制を構築できることが重要であると考え

られる。  

発災 2 ヶ月以後において、重要とされてい

た情報収集方法に「派遣保健師とのミーティ

ング」があった。前述した発災 2 週以後の情

報収集努力の指向には『保健活動体制を見直

し、派遣保健師との役割分担や依頼内容の決

定』があり、重要かつ課題とされていたが、

発災 2 ヶ月以後は派遣保健師が必要十分に投

入される時期と考えられる。派遣保健師との

ミーティングは情報収集の場でもあり、地元

保健師と派遣保健師との役割分担や依頼内容
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の決定のための情報分析の場にもなると考え

られる。統括保健師の災害時コンピテンシー

には計画策定と推進があるが、このようなミ

ーティングの企画・実施力は重要である  

支所をもつ市町村では、情報収集努力の指向

に『支所を含めた地元保健師と派遣保健師と

の連絡・連携体制づくり』があった。派遣保

健師は本庁と支所で別々の自治体が入ること

も考えられるが、いずれにしても本庁と支所

それぞれの地元保健師と派遣保健師がミーテ

ィング等により当該市町村全体としての方針

や方向性を共有しつつ、本庁・支所それぞれ

の状況に合わせた役割分担をする必要がある

と考えられる。  

発災 1 年以後において、合併経験ありの事

例 D では、情報収集努力の指向に『合併や被

災状況による地区差を考慮したコミュニティ

づくりに向けた保健活動体制整備及び活動方

法の決定』があった。元々、合併前の旧市町

村それぞれに地域特性があったところへ、被

災により地域特性の差が顕著になったことを

踏まえた情報収集努力の指向であり、地区単

位の訪問による健康調査を企画し、情報収集

し、地区単位のニーズ分析を予定していた。

市町村合併により地域特性の異なる地域が内

在する場合は、被災による各地域への影響に

ついての情報収集努力の指向が必要であり、

その分析結果に基づいて事業や活動を決定し

ていく必要がある。  

また、情報収集努力の指向には【通常業務

と被災者支援の両立を図るための活動体制整

備】があり、情報収集の方法において「被災

者及び地域の健康課題を関係機関と共有」が

課題として認識されていた。分析方法も「被

災者及び地域の健康課題を関係機関と共有す

る場を設けて協議」が課題として認識されて

いた。本研究対象が所属する自治体は、振興

山村地域を有し、また対象Ａ～Ｃが所属する

地域は過疎地域で、元々医療・介護資源が乏

しい傾向にあり、そこに被災による影響と高

齢化の進行が重なる中で、長期的に続く人材

を含む医療・介護資源の不足がある。このよ

うな状況において、通常業務と被災者支援の

両立を図るための活動体制整備を図っていく

必要がある。従って、人材確保の努力をしつ

つ、被災者及び地域の健康課題を現在ある関

係機関と共有し、協議して、少ない資源が効

果･効率的に役割を発揮できるようにする必

要がある。統括保健師にはこのような関係機

関との協議の場を企画・実施していく力が求

められる。  

 
Ｆ．健康危険情報  

 なし  

Ｇ．研究発表  

なし  

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況  

なし  
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資料 統括保健師の情報サイクルの実際と課題 

 
活動事例Ａ 活動事例Ｂ 活動事例Ｃ 活動事例Ｄ 情報収集努力の指向 

初動 サブカテゴリ カテゴリ 

  【必要な応援内容
を判断し応援要請】 
【ニーズ把握が必
要な対象を判断し
応援を要請】 
分析：ニ（★）、ホ
（★） 

     
 
 
応援要請の意思決定 

 
 
 
応援要請の意思
決定 

    【保健活動の方針を
決定・指示】 
情報収集方法ｃ（災害
対策本部会議に出席
する上司から本部の
方針を受ける） 
分析：ヘ、ト 

   
 
 
保健活動の方針を決
定・指示 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
保健活動体制整
備の迅速な意思
決定 

【支所地域の保健活
動体制整備のために
応援の必要性を判
断】 
【支所地域への応援
保健師として誰が適
しているかを判断】 
情報収集方法ａ 
分析：イ 

       
 
 
支所地域における人
員配置等保健活動体
制整備の迅速な意思
決定 

【支所地域の避難所
活動体制の整備】 
情報収集方法ａ：避
難所の状況 
分析：イ 

       
支所地域における避
難所活動体制整備の
迅速な意思決定 

    【避難所に対する保
健師活動体制を判断】 
情報収集内容：避難所
の数、規模（被災者
数）、保健師の健康状
態（妊娠等含む） 
【避難所活動におい
て優先的に取り組む
必要のある活動を判
断】 

   
 
 
 
 
避難所活動体制整備
の迅速な意思決定 

  【救護のための保
健師活動体制を判
断】 
情報収集方法ａ、
ｂ、ｃ（消防からの
無線連絡）：避難所
の救護を要する被
災者の状況 
分析：イ、ロ 

【救護活動及び保健
活動を調整する必要】 
情報収集方法ａ 

   
 
 
 
救護のための保健師
活動体制の迅速な意
思決定 

＊各セルの記載内容は【 】内は情報収集努力の指向、次に情報収集方法：情報収集内容、次に分析方法を示す。 

＊情報収集方法の記号は、ａ情報を自分で取りにいく、ｂ情報収集を指示する、ｃその他。 

＊分析方法の記号は、イ自身で分析、ロ情報収集した保健師個々の判断、ハ地元保健師間の話し合い、ニ避難所や地

域の課題の分析、ホ特定の対象のニーズ分析、ヘ上司と相談、ト保健所の相談、助言を得る、チ統括保健師と副統括

保健師とで話し合い、リその他。 

＊下線は研究対象者が特に重要と認識していること。★は研究対象者が課題と認識していること。 
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資料 統括保健師の情報サイクルの実際と課題（つづき） 

活動事例Ａ 活動事例Ｂ 活動事例Ｃ 活動事例Ｄ 情報収集努力の指向 

  【医療に結びつけ
る必要のある人の
把握】 
情報収集方法ａ、
ｂ、ｃ（消防からの
無線連絡）：避難所
の救護を要する被
災者の状況 
分析：イ、ロ 

【要医療者（透析患
者、在宅酸素療法患
者、インスリン使用
者）への医療を確保・
継続するための方法
（受診・搬送・医薬品
の要求等）を検討・決
定】 
情報収集方法ｃ（支援
者からの情報や提案
＊）：透析等搬送可能
な病院の情報、利用で
きる交通手段、在宅酸
素ボンベ等の医療器
具や業者のサポート
内容、インスリン等必
要な医薬品の種類と
量、支援物資としての
医薬品の種類と量 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
要医療者を迅速に把
握し、支援方法を意思
決定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
要医療者・要援護
者を迅速に把握
し、支援方法を意
思決定 

    【妊婦等要援護者の
所在を把握し、支援方
法を検討・決定】 

   
要援護者の安否確認
と支援方法を意思決
定 
 
 

    【避難所における支
援の必要な対象を把
握し、支援方法を決
定】 
情報収集内容：避難所
における要援護者の
数 

   
 
 
 
 
避難所の要援護者・要
介護者を把握し、支援
方法を意思決定 

  【避難所では対応
できない要介護者
を把握し、対応を検
討】 
【要介護者の状況
からサポートが必
要な避難所を把握
し、必要なサポート
を判断】 
【避難所活動を強
化するための人材
確保】 
情報収集方法ａ：避
難所の状況、地元看
護職の情報、ｂ：避
難所の要介護者の
状況 
分析：イ 

【避難所における要
介護者を把握し、対応
可能な施設への移動
や必要なサービスの
投入等支援を検討】 
情報収集方法ｂ：避難
所の要介護者数、福祉
避難所に代わる施設
等の情報 
分析：リ（担当保健師
が実態把握に基づき
対応を決定） 

  

     
 
 
 
 
難所活動を強化する
ためのサポート内容
や人材確保を意思決
定 

 
 
 
 
 
避難所活動を強
化するためのサ
ポート内容や人
材確保を意思決
定 
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資料 統括保健師の情報サイクルの実際と課題（つづき） 

活動事例Ａ 活動事例Ｂ 活動事例Ｃ 活動事例Ｄ 情報収集努力の指向 

【派遣保健師の到着
に伴う地元保健師の
活動体制の見直しを
意思決定】 
【派遣保健師への依
頼内容の意思決定】 
情報収集方法ｃ（上
司への進言による地
元保健師間の話し合
いの場）：派遣保健師
の状況と各地元保健
師の活動状況 
分析：ハ 

       
 
派遣保健師の到着に
伴う地元保健師の活
動体制の見直しを意
思決定 

 
 
派遣保健師の到
着に伴う地元保
健師の活動体制
の見直しを意思
決定 

【派遣保健師への
依頼内容の意思決
定】 
情報収集方法ａ：避
難所の状況、地元看
護職の情報 
分析：イ、ニ（★） 

     
 
 
派遣保健師への依頼
内容の意思決定 

 
 
 
 
 
 
 
 
保健保健師や保
健所、その他の支
援者への依頼内
容の意思決定 【保健所や医療チー

ムへの依頼内容の意
思決定】 

【医療チームへの
依頼内容（支援避難
所の優先順位）の意
思決定】 
情報収集内容：避難
所の規模（避難者
数） 
分析：イ 
【支援者への依頼
内容の意思決定】 
分析：ニ（★） 

     
 
 
 
保健所や医療チーム、
その他の支援者への
依頼内容の意思決定 

  【職員の健康管理
への対応を判断】 
情報収集方法ｃ（支
援者からの提案）：
職員の健康状態（特
に慢性疾患をもつ
職員の服薬等健康
管理状態）、職員の
休暇取得の状況 

【保健師の健康管理
のために必要な対応
を判断する必要】 
情報収集内容：保健師
の健康状態（妊娠等含
む）、保健師の休暇取
得の状況 

   
 
 
 
職員や保健師の健康
管理への対応の意思
決定 

 
 
 
 
職員や保健師の
健康管理への対
応の意思決定 

  【通常業務（予防接
種）再開時期の意思
決定】 
情報収集内容：地域
内の医療機関の被
災状況及び再開状
況 

     
 
 
通常業務再開時期の
意思決定 

 
 
 
常業務再開時期
の意思決定 

発災後２週間以降 サブカテゴリ カテゴリ 

  【優先的に安否確
認が必要な対象を
判断・実施】 
情報収集方法ｃ（各
種医療費申請や手
帳交付の台帳） 

     
 
優先的に安否確認が
必要な対象の意思決
定 

 
 
優先的に安否確
認が必要な対象
の意思決定 
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資料 統括保健師の情報サイクルの実際と課題（つづき） 

活動事例Ａ 活動事例Ｂ 活動事例Ｃ 活動事例Ｄ 情報収集努力の指向 

【保健師活動体制の
見直しの必要性を判
断】 
【サポートが必要な
保健師を把握し、必
要なサポートを判
断】 
【どのように地元保
健師と役割分担すべ
きか、派遣保健師や
NPO 法人への依頼
内容を判断】 
情報収集方法ａ（朝
夕のミーティングに
参加）：地元保健師が
する必要がある活動
に要する時間・人等、
負担の大きい地元保
健師や技術的支援が
必要な保健師、派遣
保健師の特徴（期間、
派遣体制、所属組織、
災害対応の経験、等） 
分析：チ 
 
 

【派遣保健師への
依頼内容・依頼ケー
スを判断】 
情報収集方法ｂ（各
地元保健師が保健
師係長の持つノー
トに一括メモす
る）：避難所を巡回
して気になる人 
【地元看護職が支
援した方がよい対
象など関係職種・機
関や支援チームと
の役割分担を判断】 
情報収集方法ｂ（支
援チームによるロ
ーラー訪問）：被災
地以外も含めた地
域全体の在宅にい
る要介護者者等の
状況 

【どのように地元保
健師と役割分担すべ
きか、派遣保健師への
依頼内容を判断・決定
し、調整】（★） 
情報収集内容：地元保
健師がする必要があ
る活動に要する時
間・人等、負担の大き
い地元保健師や技術
的支援が必要な保健
師、派遣保健師の特徴
（期間、派遣体制、所
属組織、災害対応の経
験、等）、どのような
保健師（NPO，長期
支援等）の応援が必要
か、在宅にいる被災者
のニーズ 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
保健活動体制を見直
し、派遣保健師との役
割分担や依頼内容の
決定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
保健活動体制を
見直し、派遣保健
師や支援者との
役割分担と支援
者・支援チームの
調整 

【避難所の情報収集
活動（朝夕のミーテ
ィング）の頻度を判
断】 
情報収集方法ａ（朝
夕のミーティングに
参加）：避難所におけ
る避難者数 
分析：チ 

  【把握すべき情報に
応じた各種ミーティ
ングへの参加方法を
判断】 
【発信すべき情報に
応じた各種ミーティ
ングへの参加方法を
判断】 
情報収集内容：ミーテ
ィング場所等情報源
までの交通時間や収
集した情報を共有す
るための時間 
 
 

   
 
 
 
 
把握・発信すべき情報
に応じた各種ミーテ
ィングへの参加方法
を判断 

 
 
 
 
 
把握・発信すべき
情報に応じた各
種ミーティング
への参加方法を
判断 

    【避難所における感
染症発生へ対応】 
【保健所への応援依
頼内容を判断】 
情報収集内容：避難所
における感染症発生
状況 
 

   
 
避難所における感染
症発生へ対応及び保
健所への応援依頼の
意思決定 

 
 
 
 
 
 
 
避難所における
問題・課題に対応
するための人材
投入を含めたサ
ポート内容の意
思決定 

【要介護者の状況か
らサポートが必要な
避難所を把握し、人
材投入を意思決定】 
情報収集内容：各避
難所の要介護者数。
各部署（地域包括支
援センター）の活動
の把握と活動に要す
る時間・人 
 
 
 

       
 
 
 
 
サポートが必要な避
難所を把握し、人材投
入を意思決定 
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資料 統括保健師の情報サイクルの実際と課題（つづき） 

活動事例Ａ 活動事例Ｂ 活動事例Ｃ 活動事例Ｄ 情報収集努力の指向 

  【住民の医療を確
保するために救護
所の設置方法を判
断】 
情報収集内容：各避
難所から地域病院
へのアクセス 

【在宅にいる要医療
者の医療を確保・継続
するための方法（交通
手段の確保）を検討・
決定要】 
情報収集方法ｃ（近隣
の診療所医師からの
提案）：利用できる交
通手段 
【精神的な健康問題
をもつ人への医療を
確保・継続】 
情報収集方法ｂ（地元
保健師及び保健医療
チームの巡回活動
等）：要フォロー者、
支援チーム（こころの
ケアチーム）の特徴
（期間、派遣体制、所
属組織等）、精神的な
健康問題をもつ人の
所在や健康状態 
 
 
 
 
 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
在宅にいる要医療者
の医療を確保・継続す
る方法を決定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
在宅にいる要医
療者の医療を確
保・継続する方法
を決定 

【避難所では対応で
きないニーズをもつ
対象（要介護者、障
害者）を把握し、対
応・対策を検討･決
定】 
情報収集内容：避難
所における支援が必
要な対象の把握（要
介護者、障害者） 
 
 
 
 
 

       
 
 
 
 
 
避難所にいる要介護
者・障害者を把握し、
支援方法を決定 

 
 
 
 
 
 
避難所・仮設住
宅・在宅にいる要
介護者や障害者
等を把握し、支援
方法を決定 

    【避難所・仮設住宅・
在宅にいる独居高齢
者や高齢者世帯のニ
ーズを把握し、支援機
関の協力を得て支援】 
情報収集方法ｃ（仮設
住宅毎の要援護者リ
ストの作成と部署を
超えた活用★）：避難
所・仮設住宅・在宅に
いる独居高齢者や高
齢者世帯の状況、支援
機関（社協）の情報 
分析：ホ（★） 
 
 
 
 
 
 
 
 

   
 
 
 
 
 
 
避難所・仮設住宅・在
宅にいる独居高齢者
や高齢者世帯のニー
ズを把握し、支援機関
の協力を得て支援 
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資料 統括保健師の情報サイクルの実際と課題（つづき） 

活動事例Ａ 活動事例Ｂ 活動事例Ｃ 活動事例Ｄ 情報収集努力の指向 

  【被災地以外も含
めて地域全体の要
介護認定を受けて
在宅にいる人や健
康課題を持ってい
る人の安否確認と
ニーズを把握し、支
援の必要な人を判
断、また民生委員等
と共有して支援】 
情報収集方法ｂ（ロ
ーラー訪問）：被災
地以外も含めた地
域全体の在宅にい
る要介護者者等の
状況 
分析：リ（地図によ
り訪問世帯の塗り
つぶし）、ホ（★） 
 
 
 
 
 

【在宅にいる被災者
のニーズを把握し、対
応・対策を検討･決定】 
情報収集内容：在宅に
いる被災者のニーズ 
【在宅要介護者を把
握し、支援を検討】 
情報収集内容：新たな
地域資源（福祉避難所
や福祉応急仮設住宅）
の状況 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
在宅にいる要介護
者・要援護者を把握
し、支援方法を決定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
避難所・仮設住
宅・在宅にいる要
介護者や障害者
等を把握し、支援
方法を決定（つづ
き） 

    【調査から見えてき
たニーズに基づき、支
援者への依頼や協働
を含めて活動計画を
立案】（★） 
情報収集方法ｂ（ロー
ラー訪問）：在宅にい
る人々の状況 
分析：ニ 
 
 
 
 
 

   
 
 
 
 
ニーズ分析に基づく
支援依頼の意思決定
や活動計画の立案 

 
 
 
 
 
ニーズ分析に基
づく支援依頼の
意思決定や活動
計画の立案 

    【被災者のメンタル
ヘルスに関するニー
ズを把握し、支援機関
につなぐ等して支援】 
【被災者の生活の場
の変化に応じて、支援
方法を変更】 
情報収集方法ｂ（地元
保健師及び保健医療
チームの巡回活動
等）：要フォロー者、
支援チーム（こころの
ケアチーム）の特徴
（期間、派遣体制、所
属組織等）、避難所被
災者数の推移、仮設住
宅入居者数の推移、精
神的な健康問題をも
つ人の所在や健康状
態 
 
 
 
 
 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
被災者の生活の場に 
応じたメンタルヘル
スに関するニーズへ
の対応 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
被災者の生活の
場に応じたメン
タルヘルスに関
するニーズへの
対応 
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資料 統括保健師の情報サイクルの実際と課題（つづき） 

活動事例Ａ 活動事例Ｂ 活動事例Ｃ 活動事例Ｄ 情報収集努力の指向 

【通常業務再開時期
を判断】 
情報収集方法ｃ（派
遣保健師と情報交
換）：避難所の状況 
【通常業務（予防接
種）再開時期を決定
し、再開方法を検討】 
情報収集内容：予防
接種委託医療機関の
被災状況と診療の再
開状況 
【通常業務（母子健
康手帳・妊婦健診受
診票の再発行、乳幼
児健診）再開時期を
決定し、再開方法を
検討する必要】 
【通常業務（母子健
康手帳・妊婦健診受
診票の再発行、乳幼
児健診）再開にあた
り従事者の調整をす
る必要】 
情報収集内容：母子
保健事業に従事する
医師・看護師の情報、
対象者の把握（就学
前乳幼児の全数把
握） 
 
 
 

【通常業務（母子健
康手帳の交付）の再
開時期を判断】 
【通常業務（肺炎球
菌の予防接種や高
齢者の予防接種）再
開のための必要な
調整（支援チームの
協力を得る等）を判
断要】 

【通常業務（乳幼児健
診、予防接種）再開時
期を決定し、再開方法
を検討】 
【地元保保健師は避
難所から通常業務の
準備・実施に当たるな
ど保健師活動体制の
見直しの必要性を判
断】 
情報収集内容：協力が
得られそうな支援者
（医師） 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
通常業務再開時期・再
開方法の決定及び活
動体制の見直し・調整 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
通常業務再開時
期・再開方法の決
定及び活動体制
の見直し・調整 

発災後、2 か月以降 サブカテゴリ カテゴリ 
【避難所や地域の課
題から活動の方向性
を決定】 
情報収集方法ｃ（地
元保健師と派遣保健
師との週 1 回のミー
ティング）：各避難所
の状況と在宅活動の
状況 
分析：ニ 
【避難所における被
災者の健康状態を把
握する必要性を判
断】 
 
 
 

       
 
 
 
 
 
 
避難所や地域の課題
から活動の方向性を
決定 

 
 
 
 
 
 
 
避難所や地域の
課題から活動の
方向性を決定 

【支所を含めた地元
保健師と派遣保健師
との連絡・連携体制
を検討】 
情報収集方法ｃ（派
遣保健師とのミーテ
ィング）：支所で活動
している保健師数 
 
 
 

       
 
 
支所を含めた地元保
健師と派遣保健師と
の連絡・連携体制づく
り 

 
 
 
支所を含めた地
元保健師と派遣
保健師との連
絡・連携体制づく
り 
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資料 統括保健師の情報サイクルの実際と課題（つづき） 

活動事例Ａ 活動事例Ｂ 活動事例Ｃ 活動事例Ｄ 
 

情報収集努力の指向 

【把握すべき情報に
応じた各種ミーティ
ングへの参加方法を
判断】 
【発信すべき情報に
応じた各種ミーティ
ングへの参加方法を
判断】 
 
 

       
 
 
把握・発信すべき情報
に応じた各種ミーテ
ィングへの参加方法
を判断 

 
 
 
把握・発信すべき
情報に応じた各
種ミーティング
への参加方法を
判断 

【避難所活動と仮設
住宅入居者への支援
活動の割合（移行）
を検討】 
情報収集内容：応援
保健師数、避難所数、
避難所から仮設住宅
への入居状況 
 
 
 

【避難所活動と在
宅支援者・仮設住宅
入居者支援の活動
の割合（移行）を検
討】 

【避難所活動を地元
保保健師から他の看
護職に完全移行する
など保健師活動体制
の見直しの必要性を
判断】 

   
 
 
仮設住宅入居者への
支援比重を高める等
保健活動体制の見直
し 

 
 
 
 
 
 
 
避難所閉鎖に向
けて保健活動体
制の見直し 

    【避難所の閉鎖時期
を判断】 
情報収集内容：避難所
の数、避難所の被災者
数 
 
 
 

   
 
 
避難所の閉鎖時期の
意思決定 

【仮設住宅入居者の
支援ニーズを把握
し、対応計画（段取
り）を立案】 
情報収集方法ｂ（入
居後 3 週間～１か月
後の落ち着いた頃に
随時、健康調査を全
数実施）、ｃ（仮設入
居者名簿から世帯主
は把握）：家族構成把
握、健康状態等 
分析：ホ→地元保健
師が優先的に取り組
む活動、応援保健師
や支援機関、他部
署・他職種に依頼す
ることの決定（★） 

【当該市町村とし
て、仮設住宅入居者
の中で支援の必要
な人を把握し、対
応】 
【仮設住宅入居者
の中で支援の必要
な人を把握する方
法を検討】 
情報収集方法ｃ（看
護師と栄養士を 1
チームにして 1 地
区、2 人の保健師が
各 2 地区担当とし、
支援チームの報告
を聞いて対応→支
援の必要な人の情
報を地区担当に一
元的に集約） 
 
 

【在宅にいる被災者
のニーズを把握し、対
応・対策を検討･決定】 
情報収集内容：在宅に
いる被災者のニーズ 

   
 
 
 
 
 
 
 
仮設住宅入居者や在
宅にいる要援護者を
把握し、支援方法を決
定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
仮設住宅入居者
や在宅にいる要
援護者を把握し、
支援方法を決定 

【他の地域資源（社
協）との連携も視野
に入れた、高齢者を
中心とする仮設住宅
入居者の健康課題を
解決するための事業
を企画・実施・委託】 
情報収集内容：地域
資源（社協）の活動
状況 
 
 

       
 
 
 
仮設住宅入居者の健 
康課題を解決するた
めの事業を企画・実
施・委託 
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資料 統括保健師の情報サイクルの実際と課題（つづき） 

活動事例Ａ 活動事例Ｂ 活動事例Ｃ 活動事例Ｄ 
 
情報収集努力の指向 

  【仮設住宅入居者
への支援活動と通
常業務を並行して
いく活動体制を検
討】 

【仮設住宅入居者へ
の支援活動と通常業
務を並行していく活
動体制（人員確保を含
む）を検討】 
情報収集内容：仮設住
宅入居者への支援活
動と通常業務を並行
していく活動の各業
務量・人等 

   
 
 
仮設住宅入居者への
支援活動と通常業務
を並行していく活動
体制の検討 

 
 
 
仮設住宅入居者
への支援活動と
通常業務を並行
していく活動体
制の検討 

  【不眠者等心の健
康問題について支
援が必要な住民を
把握し支援】 
情報収集方法ｃ（毎
朝、地元の保健師・
看護師が巡回先の
気になる人を心の
ケアチームに伝達
し、活動終了後、支
所で報告を受ける） 
【住民や支援者の
中で引きこもりな
どメンタルヘルス
の問題を抱える対
象を把握し、支援方
法を検討】 
情報収集方法ｃ（週
1 回、友愛訪問員、
生活支援員、業務委
託している会（引き
こもり予防活動）の
メンバー、行政職員
が集まり、守秘義務
を意識しつつ、情報
交換）：引きこもり
がちで気になる人 
 

【被災者のメンタル
ヘルスに関するニー
ズを把握する方法を
検討・決定する必要
（地元保健師と支援
者の役割分担、支援者
へつなぐフローづく
り）】 
【被災者の中でメン
タルヘルスの問題を
抱える対象を把握し、
支援チームの調整を
する必要】 
情報収集方法ｂ（全戸
訪問）、ｃ（他課がも
つ仮設住宅入居者リ
ストに基づき、外部者
受け入れに対する反
応等住民感情に配慮
しつつ実施） 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
被災者を含む住民や
支援者のメンタルヘ
ルスに関するニーズ
を把握し、支援チーム
の調整等支援方法を
決定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
被災者を含む住
民や支援者のメ
ンタルヘルスに
関するニーズを
把握し、支援チー
ムの調整等支援
方法を決定 

    【災害公営住宅に居
住する被災者のニー
ズを把握し、事業・活
動を検討･決定する必
要】 

   
 
災害公営住宅居住者
のニーズを把握し、事
業・活動を決定 

 
 
災害公営住宅居
住者のニーズを
把握し、事業・活
動を決定 

【被災者のみならず
住民全体の健康課題
を明確にし、それを
解決するための地域
保健活動を実施】 
情報収集内容：地域
資源（社協）の活動
状況 
【新たにできた地域
資源との連携も視野
に入れて地域保健活
動を実施】 
情報収集内容：新た
にできた地域資源
（サポートセンタ
ー）の活動状況 

       
 
 
 
 
 
住民全体の健康課題
の明確化とその解決
のための地域保健活
動の実施 

 
 
 
 
 
 
住民全体の健康
課題の明確化と
その解決のため
の地域保健活動
の実施 
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資料 統括保健師の情報サイクルの実際と課題（つづき） 

活動事例Ａ 活動事例Ｂ 活動事例Ｃ 活動事例Ｄ 
 

情報収集努力の指向 

  【ローラー訪問等
の実績をわかりや
すく上司に報告】 
分析：リ（支援チー
ムに集計表の作成
と入力を依頼（成
人、高齢者等の分
類、年齢、地区、申
し送り者＜継続支
援者＞、実と延べ＜
新規・継続＞）） 

     
 
 
 
 
活動実績をわかりや
すく上司に報告 

 
 
 
 
 
活動実績をわか
りやすく上司に
報告 

【通常業務（成人保
健事業）再開時期を
決定し、再開方法を
検討する必要】 
情報収集内容：事業
（特定健診）が実施
可能な会場 

  【通常業務（特定健康
診査・特定保健指導、
がん検診等の成人保
健事業）再開時期・方
法を検討し、再開】 
【通常業務（地域包括
支援センターの業務）
再開時期・方法を検討
し、再開する必要】 

【通常業務を再開す
るための方法（会場や
場所の確保等）を検
討・決定】 
情報収集内容：被災の
有無にかかわらず住
民の保健事業へのニ
ーズ、活用できる施設
や協力が得られそう
な地域内の人材 

 
 
 
 
通常業務再開時期・再
開方法の決定 

 
 
 
 
通常業務再開時
期・再開方法の決
定及び活動体制
の見直し・調整 

  【通常業務（がん検
診）を発災前と同様
に当該地域で再開
していく方法を検
討】 
【通常業務（乳幼児
健診）を発災前と同
様に当該地域で再
開していく方法を
検討】 

     
 
 
通常業務を発災前と
同様に当該地域で再
開していく方法を検
討 

    【通常業務を再開し
ていくための活動体
制（人員確保を含む）
を検討し、必要時、要
望】 
情報収集内容：通常業
務を再開していくた
めの活動に要する時
間・人等 
【長期派遣保健師へ
の依頼内容を判断】 
情報収集内容：派遣保
健師の特徴（期間、派
遣体制、等） 

   
 
 
 
通常業務再開のため
の活動体制の見直し
及び長期派遣保健師
への依頼内容の意思
決定 

    【保健師の健康管理
のために必要な活動
体制（人員確保を含
む）を検討】 
【保健師の健康管理
のために必要な対応
を判断する必要】 
情報収集内容：保健師
の健康状態、保健師の
休暇取得の状況 
 
 
 
 
 

   
 
 
 
保健師の健康管理の
ための活動体制･対応
を決定 

 
 
 
 
保健師の健康管
理のための活動
体制･対応を決定 
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資料 統括保健師の情報サイクルの実際と課題（つづき） 
活動事例Ａ 活動事例Ｂ 活動事例Ｃ 活動事例Ｄ 情報収集努力の指向 

1 年以降    サブカテゴリ カテゴリ 

    【仮設住宅や民間借
り上げ世帯にいる被
災者のニーズを把握
し、事業・活動を検討･
決定】 
【仮設住宅及びみな
し仮設住宅入居者の
健康管理力（セルフケ
ア力）を高めるための
活動を企画・実施する
必要】 
情報収集方法：b（応
急仮設住宅や民間借
り上げ住宅等への全
戸訪問を年 1 回、健
康調査票を配布、返信
してもらう）：仮設住
宅入居者等の状況 

【仮設住宅や借り上
げ住宅にいる被災者
のニーズを把握し、事
業・活動を検討･決定】 

 
 
 
 
 
 
仮設住宅や借り上げ
住宅にいる被災者の
ニーズを把握し、健康
管理力向上に向けた
事業・活動を決定 

 
 
 
 
 
 
仮設住宅や借り
上げ住宅にいる
被災者のニーズ
を把握し、健康管
理力向上に向け
た事業・活動を決
定 

    【仮設住宅や民間借
り上げ住宅、在宅と
様々な場にいる被災
者のニーズを把握し、
事業・活動（支援の必
要な対象を把握し、必
要時他機関につなげ
る、県の補助金を活用
した被災者支援員と
の役割分担の検討）を
検討･決定】 
情報収集方法：b（応
急仮設住宅や民間借
り上げ住宅、在宅被災
者への全戸訪問を年
1 回、健康調査票を配
布、返信してもら
う）：様々な場にいる
被災者の状況 

【仮設住宅や民間借
り上げ住宅、在宅と
様々な場にいる被災
者のニーズを把握し、
事業・活動（支援の必
要な対象を把握し、必
要時他機関につなげ
る、県の補助金を活用
した被災者支援員と
の役割分担の検討）を
検討･決定要】 

 
 
 
 
 
 
 
 
様々な場にいる被災
者のニーズを把握し、
事業・活動を決定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
新たなコミュニ
ティづくりや被
災者の生活の再
建に向けた保健
活動体制整備及
び活動方法の決
定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    【被災者の環境変化
に伴うヘルスニーズ
の把握とコミュニテ
ィの再構築】 
情報収集方法：b（応
急仮設住宅や民間借
り上げ住宅、在宅被災
者への全戸訪問を年
1 回、健康調査票を配
布、返信してもら
う）：様々な場にいる
被災者の状況 
【災害公営住宅にい
る被災者のニーズを
把握し、支援方法を検
討･決定】 

【仮設住宅や借り上
げ住宅入居者への支
援をしつつ、災害公営
住宅住宅・復興公営住
宅入居者への支援を
強化していくための
活動体制を検討・決
定】 
【新たなコミュニテ
ィづくりや被災者の
生活の再建を支援】 
【災害公営住宅入居
者のニーズを把握し、
個別支援・事業を検
討･決定】 
情報収集方法ｂ（健康
調査票をツールとし
た訪問調査を企画す
る）：災害公営住宅入
居者の健康状態 
分析：ホ 

 
 
 
 
 
 
 
新たなコミュニティ
づくりや被災者の生
活の再建に向けて仮
設住宅等入居者への
支援をしつつ、災害公
営住宅等への支援を
強化していく活動体
制づくり 
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      【被災状況の違いに
関わらず保健活動を
提供】 
【生活の再建の程度
の差が物理的にも心
理的にも違ってきて
いる中で、個々のニー
ズに対応していく方
法を検討・決定】 
情報収集内容：当該市
町村の方針、被災状況
や補償の違いによる
住民の反応 

生活の再建の程度に
物理的・心理的な差が
生じていることを踏
まえた保健活動方法
の決定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
新たなコミュニ
ティづくりや被
災者の生活の再
建に向けた保健
活動体制整備及
び活動方法の決
定（つづき） 

      【合併や被災状況に
よる地区差を考慮し
た保健活動体制を検
討・決定】 
【地区単位の住民の
ニーズを把握し、事
業・活動を検討･決定】 
【コミュニティづく
りの一環として保健
事業（心の相談、総合
健診）を身近な地区で
実施する方法を検
討・決定】 
情報収集方法ｂ（地区
単位（気になる地区）
の訪問による健康調
査の実施）：合併や被
災状況による各地区
（合併前の旧市町村）
の状況、地区単位の健
康課題） 
分析：ホ（地区単位の
ニーズ分析） 
 

合併や被災状況によ
る地区差を考慮した
コミュニティづくり
に向けた保健活動体
制整備及び活動方法
の決定 

      【新たなコミュニテ
ィづくりや被災者の
生活の再建を支援】 
【災害公営住宅を含
め地域の中で、集まり
支え合う場づくりと
その拡充】 
【地域の中で見守り
支え合う体制づくり】 
情報収集内容：自治会
の（サロン活動への）
意欲、災害公営住宅に
おける人と人とのつ
ながり（仮設住宅から
のつながり・ネットワ
ークの有無）、災害公
営住宅におけるリー
ダー的存在の有無 

新たなコミュニティ
づくりに向けて地域
の中で見守り支え合
う体制づくり 

      【生活支援相談員を
支え、連携・協働しな
がら高齢者を支援】 
 
 
 

支援者へのサポート 
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      【被災の影響による
地域の健康課題の解
決に向けて住民側の
人材も活用して事
業・活動を企画・実施】 
情報収集方法：地域の
健康課題、保健活動に
協力を得る住民側の
人材（健康推進員、介
護予防サポーター） 
分析：リ（県、保健所
環境保健部署、地域内
医療機関で地域の健
康課題（放射線の影響
による外出頻度の減
少と運動不足）を協
議・共有する） 
 
 

地域の健康課題解決
のために住民側人材
も活用した事業・活動
の企画・実施 

地域の健康課題
解決のために住
民側人材も活用
した事業・活動の
企画・実施 

    【通常業務（全住民対
象の健康増進業務）と
被災者支援の両立を
図るための看護職等
の人材確保】 
情報収集内容：県等の
補助金、地域内の看護
職等人材、適用可能な
雇用形態 
分析：リ（人事部署と
話し合う） 
 
 
 
 

  通常業務と被災者支
援の両立を図るため
の看護職等の人材確
保 

通常業務と被災
者支援の両立を
図るための活動
体制整備 

    【通常業務と被災者
支援の両立を図るた
めの活動体制を検
討・決定】【通常業務
と被災者支援の両立
を図るために他機関
と連携・協働】【復興
庁からの派遣保健師
への依頼内容を判
断・調整】 
情報収集方法ｃ（被災
者及び地域の健康課
題を関係機関と共有
する★）：通常業務又
は被災者支援活動の
業務量、派遣保健師の
特徴（期間、派遣体制、
所属組織、業務条件、
等）、他機関の活動（目
的、内容）、被災者及
び地域の健康課題 
分析：リ（被災者及び
地域の健康課題を関
係機関と共有する場
を設けて協議する★） 

  通常業務と被災者支
援の両立を図るため
の、他機関と連携・協
働を含めた活動体制
の検討・決定 

 


